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はじめに 
 

 ISO９０００の審査登録を日本企業が最初に受けたのは１９９０年であり、１９９２年から之を取

得する企業が増加し始めたが、その頃は大手企業が主体であり、しかも取得の目的は主として製品を

海外へ輸出するため、海外での工事に参加するためでありました。（JABの設立は１９９３年） 

 その後、大手製造企業から下請け中小企業への要請、建設業に対する行政指導、資格審査での要求

等があって中小企業の審査登録機関への申請が爆発的に増加しました。一方２０００年から製品の定

義が、サービス業等に適合するよう幅広い意味に捉え直されたので、ホテル、商社、自治体等での取

得が始まりました。  

この頃までは ISO９０００を取得することは、取引の確保のため、取引上有利になるため、また自

治体からの指導等が殆どであり、全くの受身の姿勢でありました。ISO９０００の取得は一つの看板

であって、製造業においては TQCを推進しているため ISOの取得には消極的であり、また建設業に

おいては入札参加のためというだけの中小企業が多く占めていたと言われていました。 

その後２０００年度の改訂版によって、従来の「品質システム」が「品質マネジメントシステム」

に変わり、マネジメントの重要性が打ち出されたことから、企業自らが品質管理体制の見直し・経営

の再構築の手段として認識するようになり、ISO９００１の認証取得が拡大しつつあります。 

そこで、ISO9001取得企業の現状はどのようになっているのかを調査するため、次の項目について

アンケート及びヒアリング調査を行うことにしました。 

① 単に ISO９００１の認証取得だけを目的として要求事項の実現だけを行っているのか。 

② ISO９００１への取得機会に之をマネジメントツールとして会社経営に､経営革新にどの程度

利用・役立たせているのか。 

③ 経営者の ISO9001の取得にかける意識に変化があったのか。 

そして、これらの調査結果を報告書にまとめましたが、この報告書が、調査にご協力を頂きました

各企業に対して色々な意味でのご参考になればと思い、更には貴社の経営マネジメントシステムの運

用に資することになれば幸甚と思います。また、中小企業者に ISO取得によるメリットを単に取引上

の優位性から､経営体質の改善と経営の効率化に役立たせるため、我々中小企業診断士の支援のあり方

等について参考になればと思っています。 

最後に本調査にご協力頂きました企業、埼玉県中小企業振興公社、ユウアイ電子株式会社の皆様方

に厚く御礼を申し上げます。 

 

平成 17年 1月 

 社団法人 中小企業診断協会埼玉県支部 

                     支部長  牧 英憲   



目  次 

はじめに  

第１章 アンケート調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

  １  調査概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

  ２  アンケート結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

  ３  ＩＳＯへのコメント（Ｑ２７のまとめ） ・・・・・・・・・・・・・・１４ 

  ４  ＩＳＯ取得で満足を得るには（Ｑ２２の分析） ・・・・・・・・・・・２０ 

第２章 訪問調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

  １  調査概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

  ２  訪問各社の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

第３章 調査結果から見た現状と課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４ 

  １  スタートから登録審査（初回審査）までのステップ ・・・・・・・・・３４ 

  ２  運用・継続的改善のポイント ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 

  ３  ＩＳＯ活用のためには ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 

  ４  ＩＳＯを経営ツールにするための課題 ・・・・・・・・・・・・・・・３６ 

第４章 ＩＳＯ９０００の歩み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

  １  ＩＳＯの発足とＩＳＯ９０００の誕生 ・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

  ２  日本におけるＩＳＯ審査登録の動き ・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

  ３  日本におけるＩＳＯ９０００の審査登録数の実情 ・・・・・・・・・・３９ 

  ４  日本の品質管理の歴史とＩＳＯ９０００・他 ・・・・・・・・・・・・３９ 

５  国際品質規格の意義と今後の動向 ・・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 

第５章 経営改善とＩＳＯ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

  １  ＩＳＯによる経営管理システムの改善 ・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

  ２  経営改善の方向 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３ 

  ３  ＩＳＯシステム（要求事項）の経営改善への適用 ・・・・・・・・・・４４ 

付   アンケート用紙 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４５ 

おわりに 

 

 



                   1 

第１章 アンケート調査 
 

中小企業診断協会埼玉県支部は、平成１６年度マスターセンター補助事業として、平成１６年９月

から１０月にかけて、埼玉県下の中小企業におけるＩＳＯ９００１の実態調査アンケートを実施した。

本章では、そのアンケート調査の結果を、１．調査の概要 ２．アンケート結果(既取得企業・未取得

企業) ３．アンケートのフリーコメント欄のまとめ ４．導入後の効果に関する重点分析の順で述べる。 

 

１．調査概要 

(１)調査目的 

①ＩＳＯ取得、または取得したい企業の取得目的は何か。 

 ②ＩＳＯ認証取得は、どのような面で役立っているか。 

 ③ＩＳＯ認証取得で、満足している点、または不満足の点は何か。 

などの現状と実態を明確にすることにより、中小企業各社における経営改善の方向性を明確にするこ

とと、今後認証取得を目指す企業の参考指標にすることを目的として実施した。 

(２)調査対象 

【既取得企業】 

 ① 母集団の選定 

 次の条件に合致する企業を対象の母集団とした。 

・(財)日本適合性認定協会(ＪＡＢ)の埼玉県(２００４年８月現在)のリストを対象とした。 

・業種は取得分類の１２～２７、２８、２９に限定し、それぞれを製造業、建設業、サービス業と

した。 

・大企業の子会社及びそれに類する企業、本社が埼玉県外にある企業、資本金が１億５千万円以上

の企業、従業員が１００名以上の企業を除外した。ただし、われわれの理解が不十分なために、

十分に除外できないものもある。 

② アンケート先の選定 

製造業と建設業はそれぞれ１１０社程度を無作為抽出、サービス業は全社を対象にした。それ以

外に、埼玉県中小企業振興公社とユウアイ電子株式会社を通して回答を得た。 

【未取得企業】 

 埼玉県中小企業振興公社とユウアイ電子株式会社等のご協力を得て選定した。 

（３）調査期間 

２００４年９月下旬～１０月中旬 

（４）調査方法 

アンケート用紙を郵送して返信してもらう方法による。原則として郵送先は、取得事業所ではなく
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本社の代表者とした。それは、経営的視点からの回答を得たかったからである。 

（５）回収状況 

【既取得企業】 

 業種別の母集団や回収状況を下表に示す。製造業と建設業はサンプリング調査でサービス業は全数

調査のため、サービス業は他業種に比べて、抽出率（母集団に対する回収数）が大きくなっている。 

 

【未取得企業】 

 母集団も発送件数も不明である。回収数１４社。 

 

２．アンケート結果 

 ここでは主に選択肢での質問の結果を示す。アンケートでの質問番号××での回答を「Ｑ××」と

する。なお原則として、単一回答の場合は、全体を１００％とする帯グラフにし、各項目の数字は回

答数を示す。複数回答では、各選択肢を選択した回答数を表示している。 

（１）既取得企業 

 対象企業とその回収に関しては、「１．調査の概要」を参照されたい。製造業と建設業は抽出調査な

のに対して、サービス業は悉皆調査であるため、サービス業の割合が高くなっている。 

 

Ｑ１．貴社の業種・経営規模についてお伺いします。 

                                    数字＝社数 

 

 

 

１）業種 

 

 

 

 

２）従業員 

 

 

N = 116

製造業 建設業 運輸・倉庫・通
信業

その他

55 45 16

N = 112

10人未満 10～29人 30～49人 50～99人 100人以上

34 26 26 25
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   単位百万円 

 

３）資本金 

 

 

   単位百万円 

 

４）年商 

 

 

  製造業、建設業、運輸・倉庫・通信の３つの業種を対象とした。製造業が５５社（４７．４％） 

と約半数が製造業である。 

従業員は、５０人未満の企業で６０社（５３．６％）が対象になっている。 

 資本金は５千万円未満の企業が多い。 

 年商は１０億円未満の企業で３２＋２９＝６１社（５５．０％）を占めている。 

 

Ｑ４．ＩＳＯ９００１以外のほかに認証を受けている規格がありましたらご記入下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＩＳＯ１４００１の認証取得企業が１８社（１５．５％）あった。その他の規格を含めてＩＳＯ 

 ９００１以外の規格を取得企業は１８＋９＝２１社（１８．１％）であつた。 

 

Ｑ８．ＩＳＯ９００１の認証取得について、審査登録機関と登録年月日をお知らせ下さい。 

審査登録機関は各社の諸事情から選定されている。国内、外資系合わせて２５審査登録機関があっ

た。登録年月日は、１９９７年１２月～２００４年１０月であった。 

 

 

取得規格無し, 89

ＩＳＯ１４００１, 18

その他の規格, 9

N = 111

3-9 10-49 50-99 100以上

3 61 35 12

N = 111

1-499 500-999 1000-1999 2000-4999 5000以上

32 29 22 18 10

０％                ５０％                １００％ 
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Ｑ９．ISO9001 の認証取得の目的についてお伺いします。該当する項目２つまでお選びください。 

単位：回答数 

 

 

 

 

 

 

 

「経営体質の改善」、「他社との差別化」、「取引に有利」の順になっている。「取引先からの要請」 

の様な受動的な目的に比較し、大きく上回っている。 

また、「コストの引き下げ」「海外取引に有利」は、製造業での目的である。 

 

Ｑ１０．ISO9001 の認証取得にあたってのコンサルタント費用と所要月数についてお伺いします。 

 

        万円 

 

コンサルタント費用 

 

 

月数 

 

所要月数 

 

 

所要月数とコンサル費用の分布は次のようになる。 

 

N = 112
9081726354453627189

1海外取引に必要

3コストの引き下げ

6その他

19取引先からの要請

42取引に有利

47他社との差別化

86経営体質の改善

N = 97

０～　　
　１００

１０１～
　２００

２０１～
　３００

３０１～
　４００

４０１～
　５００

５０１～
　７００

７０１～
１０００

１００１
以上

18 24 18 12 9 11 5

N = 103

0～6月　
　　未満

6～12月
　　未満

12～18月
　　未満

18～24月
　　未満

24～30月
　　未満

30～36月
　　未満

36～42月
　　未満

42月～　
　　以上

11 43 39 7



                   5 

コンサルタント費用は企業によって相違しまちまちである。３００万円以下が６０社（１８.６＋２

４．６＋１８．６＝６１．８％）あった。 

所要日数は１２月以内が多い。６～１２未満が４３社、１２～１８月未満が３９社あった。 

また，コンサルタント費用と所要月数の組み合わせは、各社まちまちである。 

 

Ｑ１１．ISO9001 の認証取得にあたっての推進体制についてお伺いします。      単位：社数 

  

13

25

31

69

3

5

18

26

4

15

9

28

3

3

2

1

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業（１６）

建設業（４５）

製造業（５５）

全体（１１６）

プロジェクトチーム 事務局のみ設置 コンサルに委託

社外経験者採用 その他

 

 プロジェクトチームを設置し推進する所が６９社（５９．５％）で多い。 

「社外から経験者を採用」は製造業のみである。 

 

Ｑ１２．ISO9001 の認証取得にあたって利用した事物についてお伺いします。該当する項目３つまで

お選びください。 

                                      単位：回答数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「ＩＳＯコンサルタント」を利用した企業が多い。「セミナー」、「専門書・参考書」等も活用している。 

N = 116
100908070605040302010

4親企業の指導

4
経営コンサルタン
ト

5その他

6ホームページ

11公的支援

51セミナー

66専門書・参考書

95
ISOコンサルタン
ト
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Ｑ１３．ISO9001 の認証取得にあたって経営者の関与についてお伺いします。     単位：社数 

  

10

21

27

58

5

12

19

36

1

10

9

20

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業（１６）

建設業（４５）

製造業（５５）

全体（１１６）

トップダウンで一貫して推進
品質方針・品質目標策定まで

事務局等に任せた  

 「経営者のトップダウンで認証取得」した企業が５８社（５０．９％）あり、また、「経営者は品質方針、品質目標

策定」が３６社（３１．６％）であった。経営者が合計８２．５％関与している。 

 

Ｑ１４．ISO9001 の認証範囲についてお伺いします。 

                                       単位：社数 

 

 

 

 

 

 

全社で取得した企業が全体の８１社（７２．２％）で占めている。全社で取得している場合が多い  

 

Ｑ１５．認証取得にあたって特に考慮した点についてお伺いします。該当する項目２つまでお選びく

ださい。                                 単位＝回答数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現行のシステムとＩＳＯのシステムとの整合性を重要視していることが解る。 

N = 110
7063564942352821147

3その他

14
計画立案の期間を
十分に取った

48
社内体制の現状把
握を十分に行っ

52
要求事項の理解に
時間をかけた

65
現行のＳとISOの
Ｓとの整合

０％                 ５０                １００％ 

N = 112

全社 特定部門 特定製品・    
  サービス

その他 企業グループ  
    全体

81 19 6 5
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1

8

4

13

7

19

22

48

7

16

29

52

12

24

29

65

1

2

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業（１６）

建設業（４５）

製造業（５５）

全体（１１６）

経営立案期間を十分に 社内現状把握を十分に

要求事項の理解に システムの整合に

その他
単位：回答数 

現行のシステムとＩＳＯのシステムとの整合性は、どの業種においても重視している。 

 

Ｑ１６．認証取得にあたって次のいずれに重点をおいて進められましたか。 

品質管理に重点を
おいた, 81

経営改善に重点を
おいた, 30

不明
 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

推進の重点

 
  ＩＳＯ９００１の認証取得を目標として活動する場合、①の「品質管理に重点」おいて進めた企業

が８１件(６９.８％)で、②の「経営改善に重点」をおいたのは３０件(２５.９％)を上回っている。

まず当面の目的として品質面の改善を意図したのであろう。 

 

Ｑ１７．品質マニュアルについてお伺いします。 

ISOに規定され
たとおり, 46

自社システムに沿っ
て整合 66

その他
 1

不明
 3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

品質マニュアル

 
品質マニュアルについては、②の「自社システムに沿って整合させた」が６６件(５６.９％)で、①

の「ＩＳＯに規定された通り」の４６件（３９．７%）を上回っている。実際の運用において使いやす

さを考慮したのであろう。 
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Ｑ１８．手順書についてお伺いします。 

要求事項をもれな
く、詳細に文書, 40

帳票形式で、手順
と記録を兼ねる, 38

フローチャート式

で分かりやすく, 22

その他

 10

不明

 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手順書

 

①の「要求事項をもれなく、詳細に文書化」は４０件(３４.５％)で、②の「帳票形式で、手順と記

録を兼ねたかたちに」３８件(３２.８％)及び③の「フローチャート式で分かりやすく」が２２件(１

９.０％)である。手順書の作成には色々と工夫されているが、要求事項に漏れなく、詳細に文書化さ

れたものが他に比べてわずかにリードしていた。 

 

Ｑ１９．品質マニュアル・文書等の作成にあたって、最も重視したことについてお伺いします。 

要求事項に
沿って, 52

実際に使い
やすく, 44

コンサルタント
の意向, １1

審査員の

意向, 2

その他
 2
不明
5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文書等作成
での重視点

  ①の「要求事項に沿って」が５２件(４４.８％)、④の「実際に使いやすく」が４４件(３７.９％)

で両者の合計では８２.８％を示している。ＩＳＯ認証取得に向かって、要求事項に沿って、品質マニ

ュアルを作成した企業が、実際に使いやすくしたマニュアルを上回っている。 

 

Ｑ２０．審査機関を選ぶ基準についてお伺いします。該当する項目２つまでお選びください。 

コンサルタント
の推薦, 52

業界を熟知
 32

当社の意向
 27 同業企業

に合わせて
 12

価格が安い
 11
その他
 13

不明
4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

審査機関の選択

 

②の「コンサルタントの推薦」が５２件(３４.４％)、④の「業界を熟知している機関」が３２件(２

１.２％)、⑤の「当社の意向を重視する機関」が２７件(１７.９％)、①の「同業企業に合わせて」が

１２件(７.４％)で合計８１.５％を示している。審査機関については、認証取得スケジュールにおい

てある程度目算が見えてくる後半段階で選定を進めていくのが一般的な傾向であると考えられる。認

証取得活動を通じ内容を理解しているＩＳＯコンサルタントと連結している審査機関を選択する傾向

が強く、従って審査もスムーズに進行することが期待されたのではないかと推定される。 
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Ｑ２１．審査機関の審査についてお伺いします。該当する項目３つまでお選びください。 

2.6
0.9
1.7
8.6
16.4

34.5
61.2

78.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

不明
当社の意見が無視された

その他
指摘の内容が分かりにく

文書の整備のみを重視した
経営上の不備を気づかせ

有効性を重視した
システム上の不適合を指摘

 

審査機関の実際の審査においては、②の「システム上の不適合を指摘してくれた」が７８.４％、①

の「経営上の不備を気づかせてくれた」が６１.２％で高い数値を示している。 

 

Ｑ２２．ISO システム導入後の効果の程度についてお伺いします。 

ほぼ期待どおり, 60 やや不満, 39
期待以上
 6

ほとんど
効果なし
 3

不明
 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得効果

 

ＩＳＯシステム導入後の効果については、①の「期待以上」６件(５.２％)と②の「ほぼ期待どおり」

が６０件 (５１.７％)で合計５６.９％、③の「やや不満」３９件(３３.６％)と④の「ほとんど効果

なし」３件(２.６％)の合計で３６.２％である。 

なお、この導入効果と他の設問との関係は、「４．ＩＳＯ取得で満足を得るには（Ｑ２２の分析）」

で詳述する。 

 

Ｑ２３．前問２２で「期待以上」、「ほぼ期待どおり」とご回答された方にお伺いします。 

1.7
4.3
4.3
7.8
12.9
18.1

26.7
26.7

48.3

0 20 40 60 80 100

その他
経営が改善された

経営者の戦略観向上
製品の品質安定

不適合件数の低減
人材育成に効果
標準化が進展した
責任権限の明確化

社員の品質意識向上
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「ほぼ期待どおり」以上の効果を感じている企業の対象項目において、①の「全社員の品質意識が

向上した」が４８.３％、④の「標準化が進展した」が２６.７％、⑤の「責任と権限が明確になった」

２６.７％、⑧の「人材育成に効果があった」１８.１％を示している。経営改善や人材育成等経営に

関するものより品質意識の向上など品質の安定・向上等品質に関係するものが多く占めている。 

 

Ｑ２４．今後さらに経営改善を進める上で必要と思われることはどのようなことでしょうか。該当す

る項目２つまでお選びください。 

 

Ｑ２２で「期待以上」あるいは「期待通り」としたものを「満足」，「やや不満」あるいは「ほとん

ど効果なし」としたものを「不満」として集計した。「内部監査を充実」と「マネジメントレビュー」

にやや違いが見られるものの,全体的には大きな相違はない。すなわち,現状の評価には関係なく，今

後の重点は「システム運営の効率化」が必要になっている。 

 

Ｑ２５．Ｑ２２で「やや不満」、「ほとんど効果なし」とお答えいただいた方にお伺いします。「不満」

とはどのようなことでしょうか。該当する項目３つまでお選びください。 

21.4

21.4

26.2

35.7

40.5

40.5

42.9

0 20 40 60 80 100

その他

目標が達成できない

マニュアル通りに動かず

記録に手間がかかる

文書が増えすぎた

維持費がかかる

内部監査が機能しない

 

Ｑ２２のＩＳＯシステム導入後の効果で、やや不満及びほとんど効果なしとの回答をした企業にお

いては、③の「内部監査が有効に機能しなかったが」４２．９％、①の「文書が増えすぎた」と④の

維持費がかかるが各々４０．５％を示している。 
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Ｑ２６．「不満」に対して今後どのように対応されますか。 

11.9

54.8

2.4

2.4

7.1

21.4

0 20 40 60 80 100

不明

その他

審査登録機関を変える

審査員を変える

コンサルタントを変える

どうしていいか分からない

 

Ｑ２５での不満に対してどのように対応するかについては、⑤の「どのようにしていいか分からな

い」が２４.３％、⑥の「その他」が６２.２％で、合計８６.５％である。今後の具体的対応について

は、どうしていいか分からないというのが本音であるように感じられる。 

認証取得においてはコンサルタント機関等を活用し、システムの構築・設定をして、ＩＳＯでの要

求事項を形式的に満たしている。取得後は自社単独で運用することとなった時、目的・目標の概論を

理解していても、実際業務の運用を通して効果・効率を生み出していく活動へのコンサル・支援が少

ないことが、その後の満足度不足につながっている一因ではないだろうか。また、企業側の意識とし

ても認証取得まではコンサルタント機関等に費用を支出し活用するが、認証取得後は自社独自で運用

していこうとすること。本来認証取得はエンド（卒業）ではなく、スタートであるとの意識の不足が

あるのではないだろうか。システムが構築(認証)され、運用をしていく段階にこそコンサルタント機

関等を有効に活用して企業体質を築き上げていくことに重点的に投入していくべきで、その結果、自

社企業体質を自社のものと定着させた後、自社独自で展開していける(卒業)社風ともいうべきノウハ

ウを効果的・効率的に展開できうるものと考察する。ＩＳＯでいうところの本来のＰＤＣＡのスパイ

ラル的循環活動のことである。 

 

Ｑ２７．その他、ＩＳＯ９００１についてお気づきの点がありましたら、どのようなことでも結構で

すので、コメントをお願いします。 

 これに関しては、次節「ＩＳＯへのコメント（Ｑ２７のまとめ）」で取り扱う。 

 

（２）未取得企業 

Ｑ２．貴社の業種・経営規模についてお伺いします。 

  未取得企業で回答していただいた企業の業種は、製造業が多く７８．６％（１１社）であった。 

 しかし、建設業や運輸・倉庫・通信業で取得を考えている企業は多いと考えられる。 

  従業員は５０人未満の企業が多く、８４.７%（１１社）で従業員が少ない企業でＩＳＯ９００１
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を認証取得しようとしている企業から回答を得た。 

  資本金は、５千万円未満の企業で８５．７％（１２社）、年商は５億円未満の企業が５８．３％ 

（７社）を対象としている。 

 

 

 

 

１）業種 

 

 

 

 

２）従業員数 

 

 

   単位百万円 

 

３）資本金 

 

 

   単位百万円 

 

４）年商 

 

                           数字＝％ 

Ｑ３．ＩＳＯ９００１認証についてお伺いします。 

 

 

 

 

 

 

 

N = 13

10人未満 10～29人 30～49人 50～99人 100人以上

7.7 46.1 30.8 15.4

N = 14

製造業 建設業 運輸・倉庫・通
信業

その他

78.6 7.1 14.3

N = 12

10-499 500-999 1000-1999 2000-4999 5000以上

58.3 25.0 16.7

N = 14

3-9 10-49 50-99 100以上

85.7 14.3

N = 14
10987654321

0
いったん取得した
が返上した

6取得の意思はない

3考慮中

5計画中

0取得済



                   13 

  未取得企業の５社（３５．７％）は計画中であるが、取得の意思はないと回答した企業が６社（４

２．９％）あった。 

 

Ｑ５．ISO9001 について、どのように認識されていますか。該当する項目２つまでお選びください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「概略は知っている」企業が１０社あり、ほとんどの企業はＩＳＯ９００１の内容は理解している。 

計画中の企業はセミナー等に参加している所が多い。 

 

Ｑ６．ISO システムの導入について、どのような障害があるとお考えですか。該当する項目３つまで

お選びください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 14
10987654321

0
取組み方が分から
ない

2その他

4知識が不十分

5人材がいない

5費用対効果が不明

8
手間がかかりそう
だ

8
費用がかかりそう
だ

N = 14
10987654321

3その他

2関心がない

4
セミナーには参加
した

10概略は知っている

概略は知っている 30.0 20.0 50.0    10

セミナーには参加
した

75.0 25.0     4

関心がない 50.0 50.0     2

その他 33.4 33.3 33.3     3

取得済 計画中 考慮中 取得の意思
はない

いったん取
得したが返
上した

N

全体    1435.7 21.4 42.9
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各社、システムの導入で多くの障害を抱えていることがわかる。 

「費用がかかりそうだ」と「手間がかかりそうだ」が多く、ＩＳＯ９００１を取得する場合の全体

像を把握していないのではないかとも考えられる。 

 

Ｑ７．特に「計画中」・「考慮中」とご回答の方にお伺いします。認証取得の目的（動機）として、ど

のようにお考えですか。該当する項目２つまでお選びください。 

 

 

 

 

 

 

 

 「経営体質の改善」と「取引に有利」と回答している企業が多い。 

 

３．ＩＳＯへのコメント（Ｑ２７のまとめ） 

 「設問２７：ISO9001 についてお気づきの点についてのコメント」に対して４３の回答（回答率 37.1%）

があった。 

（１）コメントの概要 

 コメントを「経営活動」に関するものと「ＩＳＯ取得」に関するものに区分して整理し、その回答

者の「設問２２：導入効果」と組み合わせた表を作成した。 

 

N = 8
10987654321

0その他

0コストの引き下げ

0海外取引に必要

1他社との差別化

1取引先からの要請

6取引に有利

7経営体質の改善
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 経営活動に関するコメント(占有率 58.5%) 

① 区分の内訳は「経営活動」58.5%で「導入後の評価でやや不満」と評価した企業でも「経営活動

に有効である」と 26.4%が評価している。 

 ② 導入効果で「期待以上」と評価した企業は社内展開が十分に機能し成果が上がっているので、

経営活動に対する問題点は挙げていないが、「ほぼ期待通り」「やや不満」と評価した企業は全従

業員に徹底されずに熱意のある人たちは成果が上げていると評価している。 

 ③ ｢やや不満」「効果なし」と評価した企業は形骸化して効果が上がっていない点を上げている。 

 ＩＳＯ取得関係に関するコメント(占有率 41.5%)  

 ① 「ISO 関係」41.5%でトップに「ISO 取得費・継続審査費用が高い」と評価している企業が 15.1%

を占め、「期待以上」の効果を上げていると評価している企業も高いと評価している点は問題であ

る。 

 ② 「ISO の社会的評価」がされていないとしている企業が 11.3%占めているが、ISO の本来目的と

している経営改善にあることを理解されていない面から来ている要因ではないかと思われる。 

 全体をまとめると、次のことがいえる。 

 ① 経営活動には、維持と改善の両輪があり、ISO は現状の業務のバラツキを抑えるために文章化

したシステムで、改善活動をすることによって、システムがステップアップして行くことが本来

の狙いを良く理解されていないところ要因がある。 

 ② ISO の取得費用が高いと多くの企業が評価しているが、ISO の取得も投資と考えれば、そこには

費用対効果の計算がされるべきであって、特にコンサルタントに依頼する場合、取得費用だけで

なく、事前に、十分に取得の狙いを検討し、取得後の収益を算出させるように図れば解決される

と思われる。 
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（２）個別のコメント 

 

導入効果 

設問２２ 

ISO９００１についてお気づきの点 

設問２７ 

まじめに取り組めば、こんなにすばらしいシステムはない。（百利あって一害なし） 

１．継続は力なり、トップの経営方針にのっとって 15 年に取得出来た。社員一丸にな

って取り組んだ事が大きな力になった。 

２．16 年は ISO9001 をもとに充実を計った。すべて数字に表れた。なぜか営業展開をせ

ずに仕事が入ってくる。 

３．来年は ISO14001 の取得を・・・と考えている。 

１．ISO を利用するのであり、利用されてはいけない。 

２．取得の大きな効果（記録する習慣が身についた。整理整頓ができる。社員同士の交

流が深まった。） 

運送業者なので今まで実行していたつもりだったが、様々な点で気がついたことがあま

りに多く驚いた。時間と費用がかかり大変だったが、取得後 1年余り経過したので皆で

一層頑張る。 

期 

待 

以 

上 

 

 

１．ISO 取得に関して、外部コンサルの重要性を実感した。 

２．審査機関選択時トラブルがあり、その後審査機関を変更した。 

３．ISO 取得前は企業内に ISO 不安がある。フォロー体制が必要である。 

取得をして 5年を過ぎたが、継続するのにコストもかかるし、改善も必要なのでけっこ

うな負荷である。しかしそのような改善の機会を作ってくれるので有用なのだと思う。

ISO９００１は、社内体制の管理に重点を置いた規格ですから意識しすぎると「守り」

になる傾向がある。この点は我々が気をつけて積極的に増客活動を続けるべきであろ

う。 

社内体制を ISO に合わせて標準化することが、取得後で一番重要と思います。 

１．規格で用いている言葉の意味がスタート時理解しにくかった。実例が欲しいことも

あった。プロセス、プロセスアプローチ、アウトソースなど。 

２．認証取得時は、規格の要求に沿った品質マニュアルや規定であったが、第 5回の維

持審査を受ける現在では使いやすく、実態にあったものに改定されてきている。 

期 

待 

通 

り 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．取得企業に社会がもう少し重みを評価しても良いと思う。 

２．規格の改定が早過ぎる。３．審査員にバラツキがある。 
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製造業において、作業者は加工のみが自分の仕事と思いがちであるが、実際自分達が加

工した品物をどのような形で「品質保証」するのか、また「ムリ・ムダ・ムラ」の徹底

排除を具体的にどのように行うのか、「組織とは何か」、「社内教育の必要性」等、ISO9001

を導入することにより、ある意味において「仕事の定義づけ」が出来たような感じであ

る。「儲かる仕組み」「不良を出さない仕組み」「保証する仕組み」等、仕組みをしっ

かり作らないと、いくら努力しても、良い結果が出ないこと、自分が正当に評価されな

いこと等、作業者一人一人が理解し始めたことは、非常に大きなメリットです。 

ISO を取得する過程で最も強く感じたことは、何故こんなに面倒な書類を作らなければ

ならないかということであった。小さな組織にこのような精密なマニュアルが必要なの

かという疑問もあった。 

しかし１０ｶ月にわたる取得活動の過程で全員が一丸となって活動している内、だんだ

んと社員同士の意思疎通がスムーズになっていくように感じられた。 

また経営者と社員の距離も互いの考え方が大分近づいてきたように感じられる。大きな

手間をかけて全員参加で取得した ISO９００１なので、大事に育てて会社の活性化のた

めの武器にしたい。 

１．少人数の会社で、兼務の部署があるため、内部監査を有効的に継続的に進める上で

難しさがある。 

２．外部の内部監査員セミナーに出張させる余裕がない部署がある。 

ISO９００１：２０００は、経営者及び従業員の意識・認識の程度により、効果が大き

く違うと思う。ある程度 QMS が安定した後の改善やそのタイミングが難しい。 

企業の規模に応じて要求事項を変えても良いのではないか。審査員が大企業のレベルに

合わせている。 

１．ほとんどの企業が ISO を取得しており、差別化は意味がなくなったような気がする。

２．ISO 規格に無理やりこじつけたような管理や審査もあり、会社の経営向上になって

いるか不明。（200０年版になってからあやふやになった） 

本システムは使い方で有効にも無効にもなり、使う人の考え方次第である。 

ISO 導入により、責任と権限が明確化され情報の共有化もシステムとして出来たのでよ

かった。ISO をツールとして使用する人間のレベルアップが必要である。 

審査機関の定期継続審査費が高い。 

 

 

期 

待 

通 

り 

１．ISO に限らずどのようなシステムを導入しても、それに係わる人により成果は決ま

る。（システムは人次第） 

２．ISO の作りこみで、自社のレベルが理解できる。 
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１．ISO9001 を取得しても、国県市町村で ISO を取り入れた工事があまり発注されてい

ない。 

２．高いコンサル費をかけ２６カ月もかけて取得したのだから、市町村県は ISO を取り

入れた工事をもっと発注し感心を持ってもらいたい。 

ISO の取得は、経営戦略上有効だと感じますので、普及に努力してください。 

 

１．認証取得して 1年、社員の意識向上、顧客の認識の変化、不良の低減が目に見える

レベルに入ってきた。 

２．次の更新審査までには、もっとはっきりした効果が把握できるだろう。 

ISO９００１は総合的なマネジメントツールだと認識しています。さらに、顧客とは社

会であると位置付ければ、CSR 規格としても有効なのではないでしょうか。 

１．要求事項に細かい部分があり、実際の活動に対して無理が生じ、よけいに手間（コ

スト）がかかってしまう。 

２．品質マニュアルに定めた内容と、慣習になっている業務が切り離されていない状態

にあり、推進がなかなか進まない。 

３．ISO 活動が審査のための活動になっている。 

取引上必要なため認証は取得して維持しているが、それだけに留まっている。 

実際の改善活動は製造業で進めやすい「TPM]を導入して、少しずつ効果を上げている。

ISO９００１の考え方も理解できるが、それを中心に据えて会社の活動を行うことは考

えていない。 

ISO9001 の日本語訳と展開が「品質」という語の拡大解釈のようなところが感じられ、

ISO14001 の環境に特化した形と同様に、製品の品質に特化して、それに対して具体的な

活動にした方が、企業活動に効果が大きいのではないか。 

審査もマンネリ化しやすく、システム運用が形骸化しないよう注意していく必要があ

る。是正･予防処置の効果アップだけでも実現したい。 

１．現時点では、ISO9001 より ISO14001 の方が取引先に受入易い。 

２．当社のような下請企業では、不良ゼロ、納期遅れゼロは当たり前である。 

３．ISO は困った時の道案内として活用中である。 

４．苦労して取得した割には世間の評価が低い。 

 

や 

や 

不 

満 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ISO はトップダウンでやらざるを得ずであるが、目標達成のために担当者をどう引きず

り込むかを部門トップは考えなくてはならない。 

経営戦略の主軸において取り組むべきと思う。 
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１．審査機関の審査が形骸化している。指摘が甘い。 

２．定期審査の費用が高い。 

全体評価９０点でも評価項目が０点だと通用しない。 

文書化、要求事項により平均的製品向上でよいことだが、欠点をお互いにカバーする人

間関係に問題が起きる可能性が多くなってきている。 

スペシャリストの育成が、ISO 導入以前より難しくなった。 

取得までにかなり費用がかかったが、定期審査、更新審査のつど高額な審査料がかかる。

なぜ客先である当社が負担するのか？ 

ISO をとっただけにすぎず、期待していた程周囲の評価は上がらなかった。 

１．ISO が零細企業には適合しないのではないか。 

２．ISO 取得コンサルタントの価格がルーズでひどい。 

ISO 規格に基づいたマネジメントシステムも、１つの仕組みにすぎないので、他のツー

ル同様自社の努力で「活用」し、実際の効果を上げることが重要。 

1994 年版では、要求事項が製造業を意識していて、サービス業には理解しにくい部分が

あった。2000 年版では若干理解しやすくなった。 

１．ISO９００１における一番の問題点は、企業が営利を追求する姿勢と QMS が直結し

ていない実態が、取り組み姿勢に温度差を生じさせていることである。 

２．会社経営ツールの一つとしてトップが方針を打ち出しても、時間軸で記録が追いつ

かない実態もあり、実業務とは切り離して取り組まざるを得ない状況にある。 

３．これらの課題をシステム運営の深度化と平行して、各人の意識改革とスキルアップ

に努めようと考えている。 

審査員により差がある。審査員により重視する点が違う。 

 

 

や 

や 

不 

満 

 

 

取得企業と未取得企業で仕事を受注するのに差別化されておらずメリットを感じない。

役に立た

ない 

ISO がとても負担になっている。すべて見直し軽くするにも人手が足りず改善する余裕

がない。ISO 導入により経営的にも品質的にも向上したとはまったく思えない。 

未 

だ 

評 

価 

で 

コンサルタントの選定を誤ったために、大企業向けの品質マニュアルが出来上がってし

まった。認定取得運用後それに気づき、現在自社に適したマニュアルに改定のため奮闘

中。あまりにも細かな要求が多く、社員 15 名の会社では現在 ISO のための ISO をやっ

ている感じである。 

システム導入により、すべての業務フローの見直しを行い、ルール化を図りシステムと
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き 

な 

い 

してつながりのあるものになった。記録が大幅に増えたが、今までが少なすぎた点も実

感しており、今はマニュアル通りに運営している。今後システムが実態に合うよう運営

し効率化を図っていくことにより、有効性に期待している。 

ISO の推進メンバーだけで、他の社員に浸透していない。もっとうまく機能させれば有

効なシステムである。 

無 

回 

答 教育･訓練の条項は当社のような規模の会社には不適当と思われる。 

６項全体の適用除外を検討してもらいたい。 

 

４．ＩＳＯ取得で満足を得るには（Ｑ２２の分析） 

本節では、「Ｑ２２ 導入後の効果」で、「期待以上」「期待通り」「やや不満」「ほとんど効果なし」

を選択したデータ１０８件について、満足・不満が何に起因するのかを、他の質問との関連によって

分析する。 

  結論として、満足・不満に影響を与える要因は、業種や規模などの企業特性や取得に要した期間な

どではなく、「経営体質の改善」と「他社との差別化」を目的として、「経営改善を重点」において「経

営者が一貫して推進」する戦略的な取り組みが重要であることが判明した。 

以下、「期待以上」あるいは「期待通り」としたものを「満足」グループ、「やや不満」あるいは「ほ

とんど効果なし」としたものを「不満」グループとする。 

（１）企業特性による差異は少ない 

企業規模、業種、取得からの経過年数などにより、「満足／不満」の割合に差があるかどうかを調べ

たところ、それらによる差異は見出せなかった。 

① 企業規模には関係しない 

  資本金と年商の値に、「満足／不満」をプロットした（どちらも無記入あるいは０でないデータは除

外した。グラフからはみ出す極端に大きい値のものもあるが除外した）。 

 

  資本金に対して年商が大きな企業では、「満足」になる傾向があるように見えるが、顕著なものでは

ない。一般的に資本金や年商にはあまり関係しないといえよう。 
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② 業種、取得後の経過期間（取得年）にもあまり関係しない 

 

   業種では、サービス業で満足が多く、建設業で低い値になっているが、さほど大きな差だとはい

えない。 

   また、早期に取得した企業は、先駆的な企業であり、経験を積んでいるので、「満足」が多いかと

思われるし、取得当初は不満足でも、その後の改善活動により満足度が高まるのではないかと考え

られる。ところがわずかだが、近年取得した企業のほうが「満足」が多い傾向がみられる。 

（２）費用や時間をかければよいというものではない 

 時間も費用もかけて準備すれば、それなりの効果が得られるのではないかと考えられるが、そのよ

うな結果は得られなかった。「Ｑ１０」での取得に要したコンサル費用と所要月数が「満足／不満」に

影響しているかを下図に示す（どちらも無記入あるいは０でないデータを選択していない。グラフか

らはみ出す極端に大きい値のものは表示されていない）。 

 

 あえていえば、費用も期間も平均的な場合（図の中央部分）では満足が多く、過剰あるいは不足の

ときに「不満」が多いようにも見えるが、顕著な違いがあるとはいえない。 

（３）満足／不満に影響する項目 

 ＩＳＯの効果を高めるには、単なる品質改善を目的とするのではなく、それを機会に経営革新を行

うことが重要であり、それを実現するには、取得目的を明確にして、経営者が積極的なリーダーシッ
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プを発揮する必要があるといわれている。 

それで、「Ｑ９ 取得目的」「Ｑ１３ 経営者の関与」「Ｑ１６ 推進の重点」と「Ｑ２２」の関係を

調べることにした。 

① 「満足／不満」と取得目的等との関係 

「Ｑ９ 取得目的」の各項目、「Ｑ１３ 経営者の関与」の「経営者が一貫して推進」、「Ｑ１６ 推

進重点」の「経営改善を重点」が、「満足／不満」で、どのような差異があるかを調べた。 

 

上表で、「取引先からの要請（８+１０社）」とは、満足６６社中の８社（１２.１％）、不満４２社

中１０社（２３.８％）が、「取引先からの要請」を選択したことを示す。 

この結果から、「経営体質の改善」のために「経営者が一貫して推進する」ことが「満足」につな

がること、「取引先からの要請」で取得したときは「不満」の結果になりやすいことがわかる。これ

は、常識的にも納得できることであろう。 

② 各項目と「満足／不満」との関係 

  下図は逆に、上の各設問を選択したとき、導入結果がどうなるかを示したものである。  

 

   たとえば、ある企業が「経営体質の改善」を選択したとき、その企業が「期待以上である確率が

７.７％、「期待通り」である確率が６１.５％になることを示す。これからも、「経営体質の改善」

を目的にして、「経営者が一貫して推進する」ことがよい結果をもたらすといえる。それに対して、

「得意先からの要請」のような受動的な理由で取得するときは、５０％以上の確率で不満な結果に 
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なる。 

③ 戦略的取り組みと「満足／不満」 

   Ｑ２２での「満足／不満」は主観的なものであり、客観的な「成功／失敗」とは一致しないこと

が考えられる。例えば、ＩＳＯ取得の期待レベルが低ければ、たいした成果がなくても「満足」す

るであろうし、期待が高ければ、客観的には成功していても「不満」を感じるであろう。 

   これらの「経営体質の改善」「他社との差別化」「経営者が一貫して推進」「経営改善を重点」は、

取得への取り組みの戦略性だともいえる。これらを選択した個数（すべて選択すると４になり、す

べて選択しないと０になる）をここでは「戦略度」とする。そして、選択の数が０または１であっ

た企業を「戦略度低」グループ、２を「戦略度中」グループ、３または４を「戦略度高」グループ

とした。 

   その３つのグループが「Ｑ２２ 導入後の効果」、「Ｑ２３ 満足の理由」「Ｑ２５ 不満の理由」

にどう答えたかを調べたのが次表である。 

 

［表の見方］ 

   「戦略度低」グループは３８社あり、そのうち「期待通り」と答えた企業は１４社なので、１２

／３６×１００＝３６.８％である。「戦略度低」グループのうち、「期待以上」か「期待通り」と答

えた「満足」グループは０＋１４＝１４社であり、そのうち「Ｑ２３ 満足の理由」で「不適合件

数が低減した」としたのは４社なので、４／１４×１００＝２８.６％である。また、「やや不満」

か「ほとんど効果なし」とした「不満」グループは、２１＋３＝２４社であり、そのうち「Ｑ２５ 

不満の理由」で「維持費がかかる」としたのは１２社で１２／２４＝５０.０％である。 

［表の分析］ 
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１）「戦略度」と「導入効果」には明確な関係がある。 

    「期待以上」は戦略度低には存在せず、「ほとんど効果なし」は戦略度中・高には存在しない。

すなわち、上記の４つの項目に１つ以下の回答であれば、「期待以上」の効果は望めず、２つ以上

であれば、悪くても「やや不満」程度になる。 

    「満足」は戦略度低では３６.８％、戦略度中では７２.２％、戦略度高では７６.４％であり、

戦略度が高くなるにつれ「満足」の割合も大になる。特に戦略度低と戦略度中・高の間には大き

な差がある。 

 

２）「満足の理由」のレベルの違い 

    戦略度低にも「満足」のグループは存在する。しかし、その理由は「不適合件数が低下した」

「責任権限が明確に」のような直接レベルでの満足である。期待レベルが低いので結果に満足し

ているが、本来の満足には達していないともいえる。それに対して、戦略度高での満足理由は「標

準化が進展した」「経営が改善された」など戦略的なレベルでの満足である。なお、「経営者の戦

略観が変化した」については、戦略度低のほうが高いが、説明が難しい。 

３）「不満の理由」もレベルが違う 

   戦略度低での理由は、「維持費がかかる」「文書が増えた」「記録に手間がかかる」など、事務的

な理由が多い。それに対して戦略度高では「不満」の数が少ないだけでなく、「内部監査が機能し

ない」という戦略的理由が多い。これは、期待が高いからこそ不満があるということであり、客

観的には「不満」とはいえないかもしれない。 
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第２章 訪問調査 

 

１．調査概要 

 アンケートの設問２２の導入後の効果に着目して訪問先を選び、ＩＳＯ９００１について、取得の

目的、効果、今後の展開と課題等を訪問調査した。アンケート回答数と設問２７にコメントを記入し

ていただいた企業数は下の表の通りである。訪問先はコメントありの中から我々が詳細に状況を聞き

たい企業約２割を選び、ご同意を得た上でメンバーが分担して訪問調査した。残念ながら「ほとんど

効果なし」と「未評価」の企業には協力が得られず、調査できなかった。 

導入後の効果 回答数 設問２７ 

コメントあり 

訪問調査数 

期待以上 ６ ５ ３ 

ほぼ期待通り ６０ １８ ２ 

やや不満 ３９ １５ ３ 

ほとんど効果なし ３ １ ０ 

未評価 ８ ４ ０ 

合計 １１６ ４３ ８ 

訪問した８社の中には、訪問して聞いてみると、実際にはＩＳＯの効果は出しているが目指す目標

が高いために、「やや不満」という厳しい自己評価をされている企業もある。今回アンケート回答とコ

メントの文字だけでは分からない細かな状況も盛り込んだ訪問調査が出来た。ＩＳＯ９００１の事情

は各社各様であり、この中から自社に参考になるポイントを読み取り、ＩＳＯを経営ツールにするた

めの他山の石にしていただきたい。 

 

２．訪問各社の状況 

「小さな大企業」を目指して ・・・・・・ 増幸産業株式会社 

   原理原則をしっかりと ・・・・・・・・・ 株式会社二光製作所 

継続は力なり ・・・・・・・・・・・・・ 有限会社蓮沼塗装工業所 

品質・環境の統合システム構築 ・・・・・ 真下建設株式会社 

管理サイクルのスパイラルアップ ・・・・・・ 株式会社清香園 

自力でマネジメントシステムを構築 ・・・ 製造業Ａ社 

全員参加で、お客様に向かって ・・・・・ 有限会社Ｂ運輸 

お客様満足を高める経営を目指して ・・・ 製造業Ｃ社 
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「小さな大企業」を目指して 

（１）会社概要 

会社名 : 増幸産業株式会社   業種 : 製造業 

所在地 : 埼玉県川口市本町 1丁目 12 番 24 号 

資本金 : 10 百万円   従業員 : 25 名  売上高 : 600 百万円 

（２）会社のプロフィール 

 幕末に高島秋帆指導のもとに数百門の大砲を鋳造、以来工業をもって家業とし今日に至る。大正 11

年4月川口市本町4丁目に川口の特産品を販売するために増幸商店を創業。昭和22年8月に現在地に、

鋳物及び産業機械の製造を開始、昭和 40 年スーパーマスコロイダー(超微粒摩砕機)を開発、以来超微

粒摩砕機メーカーの地位を築く。 

昭和 61 年から平成５年にかけて食品産業技術功労賞、発明功労賞、考案功労賞、科学技術庁長官賞、

食品工業学会技術賞、発明大賞等、名だたる賞を受賞した。昭和 63 年 8 月新型砥石”グラインデル”

で USA, UK 特許取得、平成 11 年気流式粉砕機「セレンミラー」平成 14 年に超精密カッティングの「ミ

クロマイスター」を開発し、食品、香辛料、医薬品、化粧品等のあらゆる産業分野で使用され、保有

特許は 60 件を数え、他社の追従を許さず、世界各国で使用され、5000 台を超える納入実績を誇って

いる。 

（３）ISO 取得の目的と効果 

平成 6年以来、徹底した 5S 活動のもと「摩砕技術で世界に貢献し、それによりこの事業に関連する

すべての人々の幸福を増やすこと」を経営理念とし、平成 8 年 ISO 認証取得を自力でめざしたが、要

求事項も分からぬまま暗中模索で断念。しかし諦めずに「小さな大企業」を合言葉に再挑戦すること

にした。トップダウンで現状の姿を要求事項と照らし合せながらシステムを構築。基礎体力の無い段

階で理想を目指すと、それが足枷になって、「百害あって一利なし」となるので、身の丈に合った 60

点を目標に全社挙げて挑戦し、平成 12 年 2 月に ISO9001 を取得した。 

その後も毎年システムの質的向上に努め｢自社で役立つ品質マネジメントシステム｣を構築している。

そり結果年々品質が良くなりクレームが減り、コストも下がり、顧客の満足度が向上することができ

た。しかし一番の効果は、社員はもとより協力工場の人々の意識が向上し経営改善活動に結びつける

ことが出来たことにある。さらに平成 13 年には ISO14000 認証取得した。 

（４）今後の展開と課題 

「小さな大企業」を目指す為に ISO14000 を取得したが、しかし、ともすれば紙・ゴミ・電気の節約

運動とその分析に多大な労力は無意味と判断し一旦返上。地球環境保護の視点で「企業市民」のやる

べきことを、当社の環境マネジメントに取入れ継続している。現在は『｢5S で利益の向上｣「5 なぜで

真因の追究」をマスコーの DNA とすることを目指す』を掲げ活動を強化している。国内のみならず東

南アジアを主力に、欧米にも販路を拡大したいとの社長の熱意が感じられた。 
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原理原則をしっかりと 

（１） 会社の概要 

 企業名：二光製作所岩槻工場  業種：製造業 

 所在地：埼玉県岩槻市大字加倉字谷ツ合１９４４ （本社は川口市） 

資本金：５０百万円  従業員数：１３０名（全社）  売上高：１５億円（全社） 

（２）会社のプロフイ－ル 

当社は、福島および埼玉に５工場を持ち、情報機器、金銭登録機、船舶用レーダなどの精密板金加

工、プレス加工、組立をしている。岩槻工場では他工場や顧客からの材料を用いて組立を担当してい

る。顧客は著名な上場企業が多く、 品質・納期への要求が厳しい。 

（３）ISO 取得の目的とその効果 

 「当工場の存在意義は、お客の要求事項を満足し、納期を守ることにある。大きなトラブルが発生

したら、当社は破産してしまう」が工場長の第一声である。品質マネジメントは、まさに死活問題な

のである。しかし、現在ではＩＳＯ９００１は既に差別化要素でなない。むしろＩＳＯ１４００１の

ほうが顧客企業の評価が高い。それで、２００４年にＩＳＯ１４００１も取得した。 

  取得は自力で対処した。先任の工場長はじめ数名の社員が他大手企業で取得の経験があり、コンサ

ルタントの助力なく取得できた。認定審査でもあり、大企業の経験を活用したために、規模が大きく

なり、その後の作業がかなり増大した。現在の工場長もこの分野の経験があり、「できないルールは作

らない。作ったルールは必ず実践する」ことが重要だと考え、２００４年の更新審査ではかなりスリ

ム化して、実施しやすいものにした。 

  「ＩＳＯ９００１は聖書であり、迷ったときの道案内である。日常業務ではとかく安易な対処への

誘惑にかられるが、原理原則を忠実に行うことが大切なのだ。」と強調した。 

（４）今後の展開と課題 

 組立作業のパート社員にルールを徹底させることが重要である。これまでも多様な手段を工夫して

きたが、決定的なものがない。 

  社員とのコミュニケーションが重要だ。現在でも毎日朝礼時間を持ち、定期的な会合があるが、ど

うしても緊急的な日常業務の話になってしまう。このような場面で、ＩＳＯ９００１のことをもっと

話せるようなゆとりがほしい。 

（５）ヒアリング担当者の感想 

  工場長の「原理原則～」はタテマエではない。実際に資料を拝見したが、単なる記録資料だけでは

ない。工場のいたるところに、品質改善のポスターや実践結果が掲げられている。工場長が毎期これ

までの経緯と今後の方針について、 具体的な指示を出して、それを各部門にブレークダウンさせてい

る。中小企業で、これだけの活動をしているのは、かなり稀なのではないかとい うのがわれわれの印

象である。 
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継続は力なり 

（１） 会社概要 

会社名：有限会社蓮沼塗装工業所        業種：製造業 

所在地：埼玉県北埼玉郡騎西町字内田ヶ谷 392番地 

資本金：10百万円    従業員：61名    売上高：530百万円 

（２） 会社のプロフイ－ル 

  当社は自動車部品、電気部品、その他工業部品の電着塗装・静電塗装・粉体塗装・その他の表面処

理を行っている会社で、納入後のクレームゼロという製品の高品質を維持して、三桜工業（株）、埼玉

工業（株）昭和電工（株）、三輪精機（株）その他の大手企業に納入している。 

（３） ISO取得の目的とその効果 

 ISO取得の直接の動機は、取引先の昭和アルミニウム（株）の取引条件が、ISO取得企業以外は直

接取引きを行わないとの方針が打ち出されたことに対応したもので、平成 15年 6月に ISO9001を取

得した。当社は昭和 57年法人化し、電着塗装・その他高度な技術を持つ表面処理の仕事に取り組んで

きた。その後、社長は別会社に専念し、現在は専務取締役の今村節子さん（社長の奥さん）が当社を

運営.仕切っている。当社は 20年程前から、取引先の三桜工業（株）・他の会社が下請企業育成にため

に行った品質管理・経営管理・人事労務管理等の合宿を伴うセミナーに参加、勉強しそれを会社運営

に生かしてきた。また専務の今村節子さんは、埼玉県レデース経営者クラブのメンバーとして活躍し

ている行動的な人であり、ISO9001の取得に際しては事務局のチーフとして采配を振るい、取得後は

従来の経営システムに ISO の品質マネジメントシステムを取り入れ強化し、従業員の品質意識の向

上・製品品質の安定のみならず、不良ゼロ・納期遅れゼロ運動に加え継続的改善に力を注ぎ、その活

力を利用して顧客の信頼を得て受注の拡大・業績の向上が図られている。 

（４） 今後の展開と課題 

専務の一日は、朝の就業前の朝礼での今日の目標・不良の改善を含む挨拶から始まる。 

従業員 1人 1人の附加価値計算を行い、之に大きな変動が見うけられたら、ボーナス・ぺナルテイを

課すなど密度の濃い労務管理を行い、不良品の発生時にはその場でその原因究明対策を行って次の作

業に繋げないなど現場作業での巡回の他、QC活動、経営改善への忙しい日程をこなしている。 

そして来年度は ISO14000の取得を目指し、品質と環境を会社の経営方針として更なる業績の向上

を目指し、また後継者の育成と人材の育成に力を注いで、経営システムの強化を図り業績の拡大を行

っていく方針であると語り、ISO9001は会社に利益をもたらすものであり、そのシステムを継続して

行くことが大きな力となる。継続して行くには絶えず改善が伴わなければならない、それには従業員

とのコミュニケーションが大切であって、それを引っ張って行くには強いリーダーシップが欠かせな

い。これが利益の増加に結びつくのだという信念を冬の日差しが入る QC室で、明日を見つめながら、

熱っぽく語る専務の面影が印象的であった。 
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品質・環境の統合システム構築 

（１） 会社の概要 

会社名：真下建設株式会社     業種：建設業    

所在地：埼玉県本庄市日の出１－５－７ 

資本金：１億円  従業員数：６８名  売上高：４１．６１億円  面談者：管理責任者 

（２） 会社のプロフィール 

当社は、土木工事業、とび・土工工事業、管工事業、舗装工事業、造園工事業、建築工事業、石工

事業、鋼構造物工事業、しゅんせつ工事業、水道施設工事業を行っている。 

受注の８割以上が、公共事業である。 

（３）ＩＳＯ取得の目的とその効果 

営業力の強化として、他社との差別化、公共事業の入札参加条件の確保を主眼に、社長の指示によ

り１９９８年８月、１９９４年版の取得がなされた。これは埼玉県の業界では比較的早い導入であっ

た。取得に当たっては、経営トップの陣頭指揮でプロジェクトチームを設置し、ＩＳＯコンサルタン

トの指導のほか、専門書・参考書を読破して取り組み、取得には１０ヶ月を要した。２０００年版へ

の切り替えは２００３年７月に行われた。 

品質方針に、「発注者および社会の真の意向を十分に理解し、顧客の信頼と満足を得る品質を提供す

るため、品質マネジメントシステムを運用し、顧客要求事項及び法規制要求事項を満たすとともにシ

ステムの有効性の継続的改善を行う。」を掲げ、顧客及び法規制要求を満たすよう努力がなされている。 

導入前からＴＱＣ運動が行われていたが、ＩＳＯの導入により、全社員の品質意識が向上し、標準

化が進展した。その結果、文書管理が良くなり、関係書類などが必要なときにすぐ取り出せるように

なった。また、公共事業の受注に際しても、入札条件を満たすことができ、ほぼ期待通りの成果が得

られている。 

（４） 今後の展開と課題 

審査登録機関の審査で、大企業レベルに合わせるよう指導されているが、要求事項が事業運営の実

態と合わない面が出てきている。公共事業が主体であることから致し方ない面もあるが、厳しい企業

環境から今後民間受注も増やしていくことを考えると、企業規模・内容に応じた要求事項に変更し、

使えるものにしていかなければならない。 

さらに、建設業も環境マネジメントが重要視され、ＩＳＯ１４００１を取得しているが、ＩＳＯ９

００１と独立併存させているため、別々のマニュアルが存在し、現場の負担が多くなっている。今後

は、両者を統合したシステム構築を行い、責任・権限を定めた業務分担の明確化、仕事の効率アップ、

コストの削減など経営体質の改善に、また地域に貢献できる信頼ある企業へと発展させるよう努力し

たいとしている。新たな展開に向け、いろいろな模索がなされているという印象を受けた。 
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管理サイクルのスパイラルアップ 

（１） 会社の概要 

会社名：株式会社清香園      業種：建設業        

所在地：埼玉県本庄市３２８４－２ 

資本金：５０００万円   従業員数：３５名   売上高：５億円    面談者：経営者 

（２） 会社のプロフィール 

当社は、土木工事業、造園工事業、石工事業、環境管理を行っている。 

造園工事を基本に、土木工事等の公共事業が主業務となっている。 

（３）ＩＳＯ取得の目的とその効果 

取引先からの要請と経営体質の改善を目指して、社長の指示で１９９９年１２月１９９４年版の取得がなさ

れ、翌２０００年１２月、２０００年版への切り替えが行われた。取得に当たっては、ＩＳＯコンサルタント

の指導を受け、専務を中心にチームを組み、用語の理解から始め７ヶ月を要した。 

品質方針に、「品質マネージメントシステムの効果的な運用により、顧客ニーズと法規制を満たした造園構築

物を提供すると共に、継続的改善を行い、社会へ貢献しつづける事を目指します。」を掲げ、継続的改善を基本

にスキルアップを図っている。 

導入後の効果は、①責任と権限が明確化され、②情報の共有化もシステムとしてできあがり、③全社員の品

質意識が向上した。その結果、コミュニケーションが良くなり、経営が改善し、企業イメージがアップした。

ほぼ期待通りの成果が得られている。 

（４） 今後の展開と課題 

初期導入効果は得られているが、コンサルタントの指導の下に導入した段階で、企業規模・内容に応じた自

らの経営ツールとして、利用できる段階には至っていない。Ｐ（Plan）―Ｄ（Do）―Ｃ（Check）―Ａ（Action）

の管理サイクルをスパイラルアップ的に展開し、継続的な改善を図っていかなければ、つぶれてしまうだろう

との認識を持ち、改善への取り組みとして、監視・測定・分析を通じて問題の発見、目標の数値化を図る努力

がなされようとしている。 

ＩＳＯの導入、定着、改善へと努力がなされてはいるが、自らの経営ツールに仕立てるためには、ＩＳＯを

ベースにしながらも、自らが気楽に利用できる身の丈にあったものに改善工夫がなされることが望まれるとい

う印象を受けた。 
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自力でマネジメントシステムを構築 

（１）会社の概要 

会社名 Ａ社  業種：製造業（着色材メーカー） 

所在地：深谷市 

資本金：１億２０００万円  従業員数：１３４名  売上高：５０億円/年 

（２）会社のプロフィール 

 昭和５１年１０月に独立（資本金５千万円）、昭和６２年８月越谷市から熊谷工業団地に全面移転、

平成１２年９月ＩＳＯ９００２認証取得。プラスチック用着色材、建材用着色材、機能性材料、記録

材料、フルカラートナーを製造。２００４年４月中国上海に有限公司設立。 

（３）ＩＳＯ取得の目的と効果 

 取引先の要請があり社長指示で１９９４年版ＩＳＯ９００２を取得した。 

 社外セミナーに行って規格要求事項の説明を聞いて、職場のリーダーである課長主任１２名ほどの

プロジェクトチームで推進し、自力でシステム構築をしたので登録までに１８ケ月かかった。 

１９９４年版で文書化に重きを置いたシステムのまま２０００年版に移行したので、理想先行型で

相当重たいシステムになっている。 

 効果はいろいろなデータが取られるようになったことである。現在は手書きであるがネットワーク

化すればもっと活用できる見込みである。 

 年度目標を立てて活動しているが、効果がはっきり見えるところまできていない。 

 課題はシステムを如何に運用するかである｡プロジェクトメンバーが日常業務に追われてＰＤＣＡ

サイクルがうまく機能していない、プロジェクトメンバーがやるべきことをやらない、日常業務とＩ

ＳＯが別という意識がある、何でも必要以上に記録するクセがついた等が悩みである。 

（４）今後の展開と課題          

 人と時間をかけて取得したＩＳＯの目的は全社の運営上大変有効と考えているので維持していきた

い。 各層が日常業務を運用する上で､システムをいかにスリムにして使いやすくするかが課題である。

更新審査等の機会にスリム化を図りたい。ＩＳＯを取得する段階のセミナーはあるが、運用上の問題

を解決するセミナーや情報が少ない。 
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全員参加で、お客様に向かって 

（１）会社概要 

会社名：有限会社Ｂ運輸    業種：運輸業 

所在地：埼玉県八潮市 

資本金：１０百万円    従業員：２４名   売上高：３２２百万円   面談者：経営者 

（２）会社のプロフイ－ル 

当社は、Ｆ社(鋼材会社)を１００％の取引先として、Ｆ社の運送関連業務を自社トラック２５台で、

物流業務サービスの事業展開を行っている。Ｆ社自身はＩＳＯの認証未取得企業であるが、当社独自

の意志でＩＳＯ認証を取得した。品質マネジメントシステムを通して、お客様満足度の向上並びに効

率的な事業展開を全員参加で推進している運送会社である。２００３年７月に審査機関ＪＱＡで認証

取得して１年を経過した活気ある企業である。 

（３）ＩＳＯ取得の目的とその効果 

営業面では、Ｆ社を１００％の取引先としているので、直接的な営業面の効果はないとのことであ

る。管理面では、ＩＳＯ９０００を通して、社内を 1つの目的・目標にまとめることに有効であると

のことであった。また、ＩＳＯの教育訓練を通し社内意識・自己意識の向上に繋がっているとのこと

である。具体的事象として、Ｓ社長より経営者の言うことを聞くようになったとのこと。システム導

入前は朝礼等で話をするがなかなか継続しなかったが、ＩＳＯを通し日報による双方向コミュニケー

ションで意識が向上し継続するようになっている。 

経営面では、認証取得自体はＦ社の運送部門を業務としている当社において、取引先への業務サー

ビスの満足度を向上させることが取引先への最大の貢献であり、同時に自社の役割であるとの経営者

の経営理念を具現化した一手段であるとの考えに基づいて実施したものであるとのことであった。そ

の他として、ＩＳＯ認証取得への取組みは、４～５年前に異業種交流会やトラック協会で話題になり

経営者自身が興味を持ち、いつかは取得してみたいとの希望があったとのこと。その後具体的にトラ

ック協会及び埼玉りそな総研(コンサルタント機関)により認証取得へのスタートを切った。 

（４）今後の展開と課題 

認証取得のための直接的並びに間接的な費用支出に対して、金額的な回収はまだマイナスであると

の経営者意識であるが、システムの運用により社員の能力向上やお客様サービス向上に向け具体的な

進展を経営者が実感している。今後更なる取引先満足度向上のためにＩＳＯのシステムを活用してい

くとのことである。内部監査員(現在４名)は、定期的にトラックに同乗して現状を把握し、システム

の状況を監査しており効果的に運用している。当社の経営理念である「信義を守り、情熱を持ち、向

上心を忘れず、事業経営に当たり、利益を追求し、以って、社員の幸福を図る」を全社員で推進中で

ある。ＩＳＯ１４００１については、ＩＳＯ９００１の定着運用に努め、現時点ではまだ考慮に入れ

ていないとのことであった。 
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お客様満足を高める経営を目指して 

（１）会社の概要 

会社名：Ｃ社     業種：製造業 

所在地：埼玉県東部 

資本金：２６百万円  従業員：８０名  売上高：２５００百万円 

（２）会社のプロフィール 

電子部品包材、医療部品キット、精密部品等の真空成形品の製造販売、加工販売をしている。取引先

として大手電機メーカー、IT関連メーカー、医療機器メーカーがある。 

業界競争が厳しい中、高い技術力に裏付けられた優れた製品とスピーディーな製品化対応力でお客に

喜ばれる商品提供を実現。 

（３）ISO取得の目的とその効果について 

品質、価格、納期競争が激化する中で、得意先からの品質監査での指導等も踏まえて、体質改善のた

め ISO 取得に踏み切った。 

＜営業面の効果＞ 

得意先からの品質、納期面への信頼は増し、売上げ拡大に結びついている。特に新製品に対しては受

注から納品まで大幅に納期短縮ができ、取引先の要求に対する対応力が高まった。又新規取引先も増え

ている。 

＜管理面の効果＞ 

①職務の責任分担が明確になり、役割意識が高まった。②手順書等標準類が整備され現場作業の標準

化が浸透し、作業ミスが少なくなった。③取引先の品質（立合）監査がスムーズになり信頼が増した。

④クレーム、工程不良が減少してきた。 

＜経営面の効果＞ 

①社員の品質、コスト、納期に対する意識が高まった。特に顧客の視点に立った考え方や対応が出来

るようになった。②部門別の目標管理、展開が出来るようになり会社方針が除々に浸透してきた。 

（４）今後の展開と課題、その他 

①会社にとってムダをなくし、儲かる仕組みを構築していきたい。そのためには ISO9001のネライで

ある継続的改善に力をいれ、マネジメントシステムの有効性の向上を図っていきたい。 

②来年早々に ISO14001を取得し、品質と環境両面からの経営メリットを追及したい。 

③課題としては、更なる経営体質改革に向けて、その推進力となる人材の確保である。 社内教育も

含め人材育成をどのようにしていくかである。 

④現在の審査機関の審査は、一般的に、形式的になっている。より良いシステムを構築するためにも

適切なアドバイスを期待したい。 
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第３章 調査結果から見た現状と課題 

 

１．スタートから登録審査（初回審査）までのステップ 

 企業がＩＳＯ９００１の認証登録を受けるときは、若干の違いはあるがスタートから登録まで以下の

１４のステップを踏むのが普通である。次表に、ステップとそれに対応する設問、アンケート回答の中

で１位の項目をキーワードとして整理した。 

ステップ 項目 対応設問 回答のキーワード 

１ 経営者の決断、キックオフ 設問９ 

設問１３ 

経営体質の改善 

経営者のトップダウン 

２ ＩＳＯ９００１に関する調

査    

設問１２ ＩＳＯコンサルタント 

３ 課題の整理          

４ 方針・目標の決定     （設問１３）  

５ 推進体制の決定      設問１１ プロジェクトチーム 

６ システム構築計画     設問１５ 現状システムとの整合 

７ 現状システム把握     設問１６ 品質管理重点 

８ 品質マニュアル作成    設問１７、１９ 自社システムに沿って整合 

９ 手順書作成        設問１８、１９ 要求事項に沿って 

１０ 審査機関の決定      設問２０ コンサルタントの推薦 

１１ 運用             

１２ 内部監査 （設問２４、 

設問２５） 

 

１３ マネジメントレビュー （設問２４）  

１４ 登録審査         設問２１ システム上の不適合指摘 

 「設問１５：認証取得に当たって特に考慮した点」では「現行のシステムとＩＳＯとの整合」が多く、

「設問１７：品質マニュアル」では「自社システムに沿って」が多い。しかし「設問１８：手順書」に

ついては、「要求事項をもれなく、詳細に文書化」と「要求事項に沿って」が多い。「実際に使いやすく」

もかなりあるがなぜか満足度が少し低い。２０００年版になって、審査でも文書の章構成にこだわらな

くなったはずであり、文書に書いたマネジメントシステムと実際の仕事をする仕組みが別といういわゆ

るダブルスタンダードにならないようにすることが肝要である。 

「課題の整理」と「運用」は重要であるが、これらについては設問が無かった。 

第１章３の「Ｑ２２の分析」にあるように、認証取得企業は３社に２社がほぼ期待通り以上の評価を
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している。「経営体質の改善」のため「経営者が一貫して推進する」ことが「満足」の結果につながる。 

それから審査機関の選択は、登録審査までの過程でマネジメントシステムに影響を与えるし、その後

の維持審査・更新審査まで関連するので大変重要である。 

 

２．運用・継続的改善のポイント 

アンケートに「運用」「内部監査」「マネジメントレビュー」に関する設問は入っていなかったが、Ｉ

ＳＯ９００１が要求しているマネジメントシステムの有効性を改善するためには、日本の企業にあまり

馴染みのない次の項目のレベルアップが必要である。設問２４今後経営改善を進める上で必要な事に対

して、「マネジメントレビュー」と「内部監査」という回答が少なかった。要求事項の理解が不足して

いるようにみえる。 

ａ．目標管理 

ｂ．マネジメントレビュー 

ｃ．内部監査 

ｄ．維持審査への対応 

ｅ．更新審査への対応 

すでに別のマネジメントシステムを構築している企業は別にして、認証登録はスタートという認識を

持つべきである。審査機関によっては、登録審査を初回審査と呼んで、審査後のまとめで審査員が「Ｉ

ＳＯはこれからスタートです。効果が出るように皆さんで頑張ってください。」と言って、これからが

大切ということを強調するケースもある。 

登録審査まで以上に、運用上での経営者の役割は大きい。目標の進捗状況をチェックするのは経営者

の仕事であり、マネジメントレビューは「経営者によるチェックと見直し」と解釈して会社の仕組みに

組み込み、経営者が活動状況をチェックする必要がある。仕組みが運用され有効に機能しているかどう

かを内部監査でチェックし、結果をマネジメントレビューにインプットして、経営者が判断して決定し

なければならない。 

登録後改善しないといつまでも初級のレベルに留まる。もし重たいシステムを構築した場合はムダな

コストがかかり費用対効果が悪い。折角経営ツールの原石を手に入れたのだから、よく磨いて宝石のよ

うな経営ツールになるように、中級から上級へとステップアップして経営改善に役立てるべきである。 

維持更新審査で不適合の指摘を受けた時の対応を誤るとやることが雪だるま式に膨らむ危険がある。

もし審査機関、審査員との相性がどうしても悪ければ、変更することも対策の一つになり得る。 

 

３．ＩＳＯ活用のためには 

ＩＳＯ９０００はシリーズ規格である。審査の規格はＩＳＯ９００１であるが、それだけにこだわら

ず、基本及び用語が載っているＩＳ９０００とパフォーマンス改善の指針が載っているＩＳＯ９００４
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を参考にしたい。 

ＩＳＯ９０００とＩＳＯ９００４には、組織をうまく導き、運営するためには～ということで八つの

原則が示されている。「第１章４ Ｑ２２の分析」で、経営者のリーダーシップが満足につながるとい

うアンケート結果が出ており、運用するに当たり常に考慮したい点である。 

a．顧客重視 

ｂ．リーダーシップ 

ｃ．人々の参画 

ｄ．プロセスアプローチ 

e．マネジメントのシステムアプローチ 

ｆ．継続的改善 

ｇ．意思決定への事実に基づくアプローチ 

ｈ．供給者との互恵関係 

 

４．ＩＳＯを経営ツールにするための課題 

 「第１章３：コメントまとめ」や、「第２章ＩＳＯに関する訪問調査」に、各社各様のＩＳＯ事情が

読み取れる。ＩＳＯ９００１は２０００年版に変わり審査機関は何でも文書化という姿勢ではなくなっ

た。しかしその名残で、大企業顔負けの立派なマネジメントシステムを作ったが、従来のシステムも残

っていて日常業務は従来のシステムでやっているいわゆるダブルスタンダードの企業もあるようだ。 

また審査には記録が必要だということで維持審査や更新審査の直前にＩＳＯの記録を作るという例

もあるらしい。そうなるとムダなことが多くなり、ＩＳＯ審査のためのＩＳＯとなり、効果の評価は不

満ということになる。こういうことは、ＩＳＯに取り組み始めた頃に、セミナーや知り合いの企業から

の情報あるいはプロジェクトメンバーが以前勤めていた大企業での経験等で持った、ＩＳＯはこうしな

ければならないという一般的な印象がさせることであろうが、そうならないためには何が必要か考えた

い。 

 ＩＳＯを経営ツールとして活用するためには、４つ要素が上げられる。 

ａ．課題認識力→方針・目標 

ｂ．目標達成力 

ｃ．システム構築力 

ｄ．問題解決力 

 これらはＩＳＯ９００１の規格要求事項に含まれているが大項目、中項目ではない。表現は異なるが

これらは品質管理の基本項目であり、ＩＳＯも品質管理も経営ツールにするためにはこれらの力を強化

する必要がある。ＩＳＯを運用していく内にこれらの力がついてくるものである。 

ＩＳＯ９００１は２０００年版になり、品質保証のシステムからマネジメントシステムになった。経



                   37 

営課題が品質改善であれば品質改善を目標に、生産性向上が課題であれば生産性向上を目標に、利益率

の向上であれば利益率向上を目標にすれば、経営革新がはかれる。経営者がこの課題を解決したいとい

う意思があれば、方針目標を設定し目指す方向に進むことができるのであり、ＩＳＯの規格要求に自縄

自縛になる必要はない。 

もし最初に大掛かりなマネジメントシステムで登録審査を受けたとしても、運用しながらムダなとこ

ろは削除してスリムな身の丈に合ったシステムに改善していくことは可能である。訪問調査報告書の

中に実例がある。自分たちで決めたルールは自分たちで変更できるのであり、そのためにはシステム構

築力、問題解決力が必要である。 

ＩＳＯは経営革新のツールであり、コンサルタントの必要条件は、ＩＳＯに関する経験知識プ 

ラスマネジメントの知識経験である。経営コンサルタントたる中小企業診断士の課題としては、マネジ

メントの知識経験を土台にしてＩＳＯをもっと勉強して知識経験を加えて、これから新たにＩＳＯに取

り組む企業や、認証取得済みであるが不満を感じている企業のお役に立てる「ＩＳＯお助けマン」にな

ることである。「ＩＳＯは百利あって一害なし」や「ＩＳＯは有効なので普及に努めてください」とい

うコメントをお寄せいただいた企業もある。「設問１２」で、経営コンサルタントを利用した企業数は

少ないが、利用した企業では効果はすべてほぼ期待通りか期待以上の評価でありもっと注目する必要が

ある。 
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第４章 ISO9000 の歩み 

 

１．ISO の発足と ISO9000 の誕生 

（１）ＩSOとは 

ＩＳＯとは、国際標準化機構（International organization for standard）の略称であり、1947

年発足（活動開始）した（世界 15ヶ国が加盟）製品やサービスにおける科学技術や経済活動などの国

際標準規格を制定する機関である。日本は 1952年に加盟、2000年１月現在では 143ヶ国（正規会員

93、通信会員 36、購読会員 14）からなっている。 

（２）ISO9000規格の推移 

 ISO は品質保証に関する初の国際規格である。ISO9000 の規格のベースとなったのはイギリスの

BS5750とアメリカの ANSI/ASQCZI－15であり 1987年 3月に ISO9000が発行された ISO規格は

５年ごとに見直しを行うことになっており、1994年に第 1回の改訂（第 2版）があり 2000年末に大

幅な改訂(第 3版)が行われている。 

現在では世界の 160ヶ国以上が自国の標準として採用している。 

何が ISO9000を推進させたかについては、旧ソビエト連邦の崩壊、経済競争のグローバル化、ヨー

ロッパ共同体の経済力、世界的規模での品質指向、ISO9000の普遍的な認知が上げられている。 

 

２．日本における ISO 審査登録の動き  

ISO9000が発行された後、日本では海外の顧客から「ISO9000を取得されたのか」と会社で議題に

なったが、この規格への関心は少なく「わが社の品質水準からして必要無い」との考え方が多く、規

格の必要性があまり感じられなかったこと、これを勉強する人も少なかったことなどもあり、更に当

時は政府も産業界バブル経済におごり品質の高さにおごり、ISO9000に関心が薄かったことがあげら

れる。 

ISO9000の制定後 4年遅れて翻訳版として日本の国家規格 JIS Z9900が制定された。 

ISO9000の審査登録を日本企業が最初に受けたのは 1990年であり、1992年から ISO9000を取得

する企業が増加し始めたが、その理由は ISO9000の規格が欧州共同体（ＥＣ）諸国の政府関係機関や

企業がＥＣ（その後ＥＵに発展）域内企業だけでなく域外企業に対しても採用されることになったた

め、これらの諸国に輸出しようとした企業は ISO9000の審査登録取得が必要条件となったことが第一

にあげられる。その他、いずれは必要になるだろうとの見通しの下での対応や他業者との差別化のた

めのものとの理由もあった。当時の資料では ISO9000取得の動機として次のことをあげている。 

①海外の顧客・国内の外資系企業からの要請  

②品質管理・品質保証を再活性化するため 

③海外事業の進出先で認証の取得を現地の納入業者に要求するにあたり、先ず、自ら範を示す必要
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から 

④特別の理由は無いが、自社の判断で取得に挑戦を始める 

その後今日に至るまで認証登録数は 30、000事業所を超えるまでになり、また審査登録に取り組む

企業の範囲も大企業から中小企業へと広がっている。2000年 12月の改訂（第三回目）で製品の定義

が従来の製品の考え方が製造業者の作る製造品の他、サービス業などに適合するよう幅広い意味にと

らえ直された。サービス産業においても経済のグローバル化の進展の中で商取引・規制なども国際的

に通用するルールが求められるようになりサービスの向上・生産性の向上を目的に ISO9000の取得が

始まった（サービス分野：銀行・ホテル・商社・自治体･病院等）。 

さらには、ISO9000の国際的普及は世界各国の政府機関の公共調達にも利用され始めた。日本では

1996年WTOの新たな政府調達に関する協定の発効を受けて、公共工事を受け持つ関係省庁は、建設

市場の国際化による外国企業の本格的な参入への対応に迫られた。 

1997年 6月建設省（現国土交通省）は公共工事の品質確保の為の行動指針検討委員会を設置し、発

注官庁として行動指針の作成に着手した。ここでの検討項目の一つとして、一般競争入札を前提とし

た品質確保･品質保証について企業評価を行うための方策として ISO9000 を取り上げた。同様の動き

は運輸省･農水省･郵政省・防衛庁などに出ていた。一方東南アジア諸国における公共事業の入札条件

として ISO9000規格の採用があり、また日本国内でも建設省（現国土交通省）は 2000年度からは一

部の公共工事の入札条件とした。さらに地方自治体においても同様の動きが加速され、中小建設業の

審査登録機関への申請が爆発的に増大した。 

また最近、金融機関では企業評価の基準の一つとして｢ISO認証取得｣が組み込まれつつあると聞く。

一方 2000 年度の改訂版では従来の品質システム｣が｢品質マネジメントシステムに変わりマネジメン

トの重要性が打ち出されたこともあり、企業自らが品質管理体制の見直し･再構築の手段として

ISO9000規格による品質マネジメントシステムを導入し、認証取得を得ようとする動きが拡大しつつ

ある。 

 

３．日本における ISO9000 の審査登録数の実情 

1990年頃より輸出のための審査登録を受け始める企業が現れ始め、欧州共同体の市場統合が行われ

た 1993年以降その数が激増し、1997年には 10、000事業所を超え，2002年 9月での認証取得件数

は 31、141 件、2003 年末現在では、39、751 件と飛躍的に増加している。そしてその取得理由も受

身から品質管理体制の確立･見直しといった積極的なものに変わりつつある。 

 

４．日本の品質管理の歴史と ISO9000・他 

 日本の優れている品質管理も最近では少し色あせてきている感じだ。最近では ISO9000の国際規格 

に押され気味の感もするが、ここで日本の品質管理の歴史を振り返り、日本と欧米の品質管理並びに



                   40 

ISO900０の規格の違いについて若干述べる。 

第 2次大戦後の日本の最大の課題は経済の復興･生活水準の向上であり、資源の乏しい日本がこの目

的を達成する為には輸出を増やすことであって、そこには安かろう・悪かろうの戦前のイメージを払

拭する事が大きな課題であり、このような状況の中品質管理の普及を図るための組織として日本規格

協会が、1946年に(財)日本科学連盟が設立された。1950年にW・デミング博士が来日し、経営者･管

理者としての品質管理の実践方法を紹介した。日本の品質管理はこれを機会に統計的品質管理から現

場の管理手法へと発展して行った。QC活動が組織されたのもこの頃であった。 

1960年後半になると品質管理は源流管理の考え方に基づいて製造現場から企画、販売へと広がって

行った。1970年代になると日本の品質管理はアメリカを中心に全世界に広がり、多くの企業が品質管

理に取り組み成果を上げるようになった。その後、品質管理は企業としての効果を高めるために全社

的活動を目指した TQCとして構築され、現在では、組織運用の立場から TQMと称して再構築されよ

うとしている。 

（1）日本の品質管理と欧米の品質管理 

日本の品質管理は供給者の立場から、欧米の品質管理は買う立場でのものと言われている。 

日本の品質管理は売る立場から発展してきた。戦後輸出の為良い製品を作って売ろう、品質では負け

ない品物を作ろうと言うことで製造者の自主的な活動として品質管理が出発した。「JISZ8101（品質

管理用語）」では品質管理を買い手の要求に合った品質の品物又はサービスを経済的に作り出すための

手段の体系と品質保証を消費者の要求する品質が充分に満たされていることを保証するために、生産

者が行う体系的活動と定義している。 

欧米では、アメリカのMIL規格は、軍が品質を確保するために供給者が行うべき品質管理活動を要求

事項として決めたものあり、イギリス・カナダの規格も供給者が行わなければならないものとなって

いる。この背景には、購入者が万一不良品を購入した場合に大きな損害を招くということにある。 

（２）ＩSO9000は購入者のための品質保証である 

ISO9000 の規格は購入者が安心して製品･サービスを購入するためのものである。購入者が製品の

品質を確かなものにしようとする場合、製品検査だけでは不充分となり、供給者に対して製品の品質

規格・製造工程・品質管理体制まで含めた品質システムの構築を要求することになる。ISO9000規格

は前述のように欧米の規格をベースにしており欧米に考え方や習慣を強く受けている。そのため契約

主義・マニュアル作成・検証重視・システム指向等の特徴が見られ、また文書化、トレーサビリティ

ー、監査が強く要求されている。ISO9000規格はこのように消費者の立場から供給者に対して要求さ

れる品質マネジメントシステムが具備すべき必要事項を取りまとめた国際規格である。 

（３）ＩSOのマネジメントシステムとは 

ISO のマネジメントシステムとは、組織が一定水準の製品を作り出す能力があるかどうかを判定す

る品質保証に関するものである。そしてその考え方のベースは｢P－D－C－Ａ｣というデミングサイク
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ルがモデルになっている。P=PLAN（計画･立案）、D=DO(実施・運用)、C=CHECH(点検)、A=ACTION

（見直し）の４つのサイクルを循環させる組織活動を軸としている。 

組織企業等が顧客のニーズに応えるためにはニーズに関する情報を吸い上げ（インプット）製品や

サービスに反映して提供する（アウトプット）必要がある。このインプットをアウトプットに変換す

ることを ISOではプロセスと呼んでいる。絶えず変化する顧客のニーズに応えるために、システムの

有効性の継続的改善を品質マネジメントシステムという。 

 

５．国際品質規格の意義と今後の動向 

 ISO9000は国際的に普遍的であり、かつ、世界的な審査登録制度の中で動いている。経営者は市場

アクセスに直結する ISO9000 に動くのは自然であるが、品質を改善するのは総合的品質管理であり

TQMであることを忘れてはならない。TQMはデミング賞実施賞の定義によれば、顧客の満足する品

質を備えた品質やサービスを適宜に適切な価格で提供できるように、企業の全組織を効果的・効率的

に運営し、企業目的の達成に貢献する体系的活動である。ISO9000の品質管理は良い品物を買うため

の品質管理であり、日本の TQM は良い品物を作るための品質管理という違いがあるが、顧客満足を

与えるものであれば良い品物を供給する事が重要であり両者は相反するものではない。 

ISO9001 規格は、企業が顧客の要求を満足する製品･サービスを継続的に供給するために必要な品

質保証体制を備えており、その実施状況が適切であるかどうかをチェックするための”モノサシ”であ

り仕組みの規格である。TQMと ISO9001規格は両者を対照的に捉えるのでなく、両者を統合して効

果的に運用すべきと考えられる。 

企業が永続的に発展して行くためには変化する顧客のニーズを的確に把握しそれを満たす製品を経

済的に供給するための技術を生み出して行かねばならない。ISO9000がどのように変わって行くのか

は分からないが、ISO9000を多くのマネジメントツールの一つとしてその活用を図ることが個々の企

業にとって重要と考えられる。 
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第５章  経営改善と ISO 
 

企業が経営管理システムを改善する目的は、企業を利益体質にもっていくことである。経営管理シ

ステムを改善することによって、経営効率を高め、人材を育成し、コストを下げ、その結果として、

企業を利益体質にすることができる。 

 このような意味合いから、ISO9001は、単に品質管理にとどまらず、経営管理全般に適用し、経営

体質を改善する一つの有力なツールとして活用すべきである。このことは、すでに ISOシステムを導

入した企業はもちろん、これから導入しようとしている企業においても、これを経営改善に活用する

ことを前提に計画する必要がある。 

 経営改善に ISO システムを適用し、経営改善と ISO システムとの相互作用によって、ISO システ

ム導入に対する期待が実現され、満足度が上がるものと考えられる。 

 

１．ISO による経営管理システムの改善 

 ISOシステムを経営改善のツールとして活用するときは、次のように考えることができる。つまり、

ISO システムの導入に当たって策定されたマニュアルを経営システムと対比して検討する。そうする

ことによって ISOシステムと、現在行っている経営システムとの相互関係か見えてくる。 

 そのうえで、ISO と経営の両システムの相互作用を促進させ、経営の合理化、ないし改善に結びつ

けることができる。 

アンケートの回答から、経営管理システムの現状をみると、導入した ISOシステムが期待どおりの

効果を挙げているか否かは、導入に先立って決定された導入方針、または目的に左右される。つまり、

その方針・目的が戦略的意思決定に基づくものであるか、または戦術レベルであるかによる。 

（１）戦略的意思決定に基づく場合 

ISO システムの導入に当たって、長期的・戦略的意思決定に基づいて行った場合、品質管理におい

て、「過程の管理」の重要性を見出した企業は、さらに ISO システムを経営管理全般に拡大し、すべ

ての経営局面に適用しようとする。 

① 顧客満足（CS）に立脚したマーケティングをすすめ、 

② マーケティング情報に基づく生産計画・新製品開発計画を立て、 

③ 品質管理・原価管理を行い、 

④ 販売政策を実行し、 

⑤ CSを達成する。 

その結果、経営管理のすべての局面で経営効率が向上し、収益性・成長性ともに好転し、発展する

という好循環が生まれる。 
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（２）戦術的意思決定に基づく場合 

従来の「結果の管理」になじんできた企業で、ISO システムの導入に当たって、短期的・戦術的意

思決定、たとえば「取引条件改善のため」などの目先の目的にこだわった場合は、品質管理において、

ISO導入の結果が次のように悪循環に陥る。 

① 文書の山に圧倒され、 

② 実効性の伴わない事務量のみが増え、 

③ サーベイランス時点の対応に追われ、 

④ ISOそのものからの撤退を模索するようになる。 

 

２．経営改善の方向 

（１）好循環と悪循環との分岐点 

経営が好循環または悪循環になる分岐点は、ISO システムを導入する動機による。つまり、企業経

営の変革のために品質管理システムを活用し得るか否かは、設問９の選択肢の選び方による。 

１）設問９において、「取引先からの要求」、「取引に有利」などの選択肢を選択した企業は、品質管理

システムの維持にのみに対応せざるを得なくなり、経営面で悪循環に陥る。 

２）設問９において、「経営体質の改善」、「他社との差別化」などの選択肢を選択した企業は、戦略的

意思決定に基づいて、経営全般にそのシステムを活かし、成長循環に入る。 

（２）現有の経営システムと ISOシステムとの整合 

 設問 15 において、ISO システムの導入にあたって、企業がもっている現有の「経営システムの把

握に十分な時間をかけ」、または、「ISO システムの理解に時間をかけた」企業は、経営改善に対する

満足度が高い。 

 ISO9001 の前文には、「組織の管理システムは、組織の目的、その製品、およびその組織固有の実

施方法などによって影響を受ける。したがって、品質システムも組織によって多種多様である。」と述

べられている。 

 このことは、ISO システムを導入するにあたって、企業の特質を考慮したうえで、それに適合する

ように ISOシステムを調整するべきであるということになる。つまり、足に靴を合わせるか、靴に足

を合わせるかの姿勢の違いが結果としての満足度に影響する。これによって、システム導入後の満足

度のレベルは向上する。 

（３）ISOシステム導入目的が経営改善を念頭においている場合 

 設問 16 において、ISO システム導入にあたって、「品質管理に重点」を置いた企業に比べて、「経

営改善に重点」を置いたとする、経営改善のツールとして ISOシステムを理解している企業は、目的

が明確であることによって、その効果が大きい。 

 経営管理組織が十分でない中小企業においては、ISO システムの要求事項を、自社の経営に積極的
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に採り入れることを勧めたい。そのためには、次節に記述する諸点に留意する必要がある。 

 

３.ＩＳＯシステム（要求事項）の経営改善への適用 

 経営計画は経営資源を効率的に運用するための計画であり、経営統制は運営過程の追跡（トレーサ

ビリティ）を容易にする。 

（１）経営管理全般への ISOの要求事項の適用 

 ISO システムは、経営管理全般に適用することができるが、特に経営者が経営目的を達成するため

に必要な事項は、「経営者の責任」である。 

 なかでも「経営者のコミットメント」と「マネジメントレビュー」は最大のウエイトを置く必要が

ある。前者は、企業経営に関するステークホルダーズ（利害関係者）との約束ごとであり、経営方針、

経営計画などが含まれる。後者は、経営課程の評価であり、経営上の問題点を発見し、改善するため

の事項である。 

（２）経営資源への ISOの要求事項の適用 

 経営資源の運用管理に関する ISOの要求事項のなかで重要視している資源は、人的資源と物的資源

としての製品・サービスの２資源である。 

人材面では、人材育成のための教育・訓練、および作業環境の整備が重点となる。製品面では、製

品計画と製品・サービスの提供が重要項目である。顧客満足が前提となるのは当然である。 
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付 アンケート用紙 

埼玉県内中小企業の ISO9001：2000 に関する調査 

（平成 16 年度埼玉県支部調査研究事業） 

＜アンケート（共通）＞ 

各質問項目について、必要事項をご記入、または回答の選択肢の該当する番号を○で囲んでくださ

い。 

１ 貴社の概要をお伺いします。 

 

２ 貴社の業種・経営規模についてお伺いします。 

(1)  業種 

 ① 製造業 ② 建設業 ③ 運輸・倉庫・通信業 ④ その他（        ） 

(2) 従業員数 

 ① 10 人未満 ② 10～29 人 ③ 30～49 人 ④ 50～99 人 ⑤ 100 人以上 

(3)  資本金（             百万円） 

(4)  年商 （             百万円） 

 

３ ISO9001 認証についてお伺いします。 

① 取得済 

② 計画中 

③ 考慮中 

④ 取得の意思はない 

⑤ いったん取得したが返上した（更新しない） 

 

４ ISO9001 のほかに認証を受けている規格がありましたらご記入ください。 
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＜アンケート１（未取得企業）＞ 

 

以下、設問３で「計画中」、「考慮中」、「取得の意思はない」および「返上した」とご回答の方にお

伺いします。 

「取得済」とご回答の方は設問８にお進みください。 

 

５ ISO9001 について、どのように認識されていますか。該当する項目２つまでお選びください。 

① 概略は知っている 

② セミナーには参加した 

③ 関心がない 

④ その他（                               ） 

 

６ ISO システムの導入について、どのような障害があるとお考えですか。該当する項目３つまでお

選びください。 

① 費用がかかりそうだ 

② 手間がかかりそうだ 

③ 費用対効果が不明 

④ 知識が不十分 

⑤ 人材がいない 

⑥ 取組み方が分からない 

⑦ その他（                               ） 

 

７ 特に「計画中」・「考慮中」とご回答の方にお伺いします。 

認証取得の目的（動機）として、どのようにお考えですか。該当する項目２つまでお選びくださ

い。 

① 取引先からの要請 

② 取引に有利 

③ 海外取引に必要 

④ コストの引き下げ 

⑤ 経営体質の改善 

⑥ 他社との差別化 

⑦ その他（                               ） 
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＜アンケート２（取得済企業）＞ 

 

８ ISO9001 の認証取得について、審査登録機関と登録年月日をお知らせください。 

規格名 審査登録機関 登録年月日 

ISO9001   

 

９ ISO9001 の認証取得の目的についてお伺いします。該当する項目２つまでお選びください。 

① 取引先からの要請 

② 取引に有利 

③ 海外取引に必要 

④ コストの引き下げ 

⑤ 経営体質の改善 

⑥ 他社との差別化 

⑦ その他（                               ） 

 

10 ISO9001 の認証取得にあたってのコンサルタント費用と所要日数についてお伺いします。 

コンサルタント費用 約                  万円 

所 要 日 数 約                  か月 

 

11 ISO9001 の認証取得にあたっての推進体制についてお伺いします。 

① プロジェクトチームを設置 

② 事務局のみを設置 

③ 社外から経験者を採用 

④ コンサルタントに委託 

⑤ その他（                               ） 

 

12 ISO9001 の認証取得にあたって利用した事物についてお伺いします。該当する項目３つまでお選

びください。 

① ISO コンサルタント 

② 経営コンサルタント 

③ セミナー 
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④ 専門書・参考書 

⑤ ホームページ 

⑥ 親企業の指導 

⑦ 公的支援 

⑧ その他（                               ） 

 

13 ISO9001 の認証取得にあたって経営者の関与についてお伺いします。 

① 経営者のトップダウンで認証取得まで一貫して推進 

② 経営者は品質方針、品質目標の策定まで 

③ プロジェクトチームや事務局に任せた 

④ その他（                              ） 

 

14 ISO9001 の認証範囲についてお伺いします。 

① 全社 

② 企業グループ全体 

③ 特定部門 

④ 特定製品・サービス 

⑤ その他（                               ） 

 

15 認証取得にあたって特に考慮した点についてお伺いします。該当する項目２つまでお選びくださ

い。 

① 計画立案の期間を十分に取った 

② 社内体制の現状把握を十分に行った 

③ 要求事項の理解に時間をかけた 

④ 現行のシステムと ISO システムの整合に時間をかけた 

⑤ その他（                               ） 

 

16 認証取得にあたって次のいずれに重点をおいて進められましたか。 

① 品質管理に重点をおいた 

② 経営改善に重点をおいた 

 

17 品質マニュアルについてお伺いします。 

① ISO に規定されたとおり 
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② 自社システムに沿って整合させた 

③ その他（                               ） 

 

18 手順書についてお伺いします。 

① 要求事項をもれなく、詳細に文書化 

② 帳票形式で、手順と記録を兼ねるかたちに 

③ フローチャート式で分かりやすく 

④ その他（                               ） 

 

19 品質マニュアル・文書等の作成にあたって、最も重視したことについてお伺いします。 

① 要求事項に沿って 

② 審査員の意向に沿って 

③ コンサルタントの意向に沿って 

④ 実際に使いやすく 

⑤ その他（                               ） 

 

20 審査機関を選ぶ基準についてお伺いします。該当する項目２つまでお選びください。 

① 同業企業に合わせて 

② コンサルタントの推薦 

③ 見積合わせを行って価格の安い機関 

④ 業界を熟知している機関 

⑤ 当社の意向を重視する機関 

⑥ その他（                               ） 

 

21 審査機関の審査についてお伺いします。該当する項目３つまでお選びください。 

① 経営上の不備を気づかせてくれた 

② システム上の不適合を指摘してくれた 

③ 有効性を重視した 

④ 文書の整備のみを重視した 

⑤ 指摘の内容が分かりにくかった 

⑥ 当社の意見が無視された 

⑦ その他（                              ） 
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22  ISO システム導入後の効果の程度についてお伺いします。 

① 期待以上 

② ほぼ期待どおり 

③ やや不満 

④ ほとんど効果なし 

⑤ 取得後間もないので評価できない 

 

23 前問（22）で「期待以上」、「ほぼ期待どおり」とご回答された方にお伺いします。 

期待した効果について該当する項目３つまでお選びください。 

① 全社員の品質意識が向上した 

② 製品の品質が安定した 

③ 不適合件数が低減した 

④ 標準化が進展した 

⑤ 責任と権限が明確になった 

⑥ 経営が改善された 

⑦ 経営者の戦略観が向上した 

⑧ 人材育成に効果があった 

⑨ その他（                               ） 

 

24 今後さらに経営改善を進める上で必要と思われることはどのようなことでしょうか。該当する項

目２つまでお選びください。 

① ISO システムを経営戦略の柱にする 

② システム全体の運営の効率化を図る 

③ マネジメントレビューの充実化を図る 

④ 内部監査を充実させる 

⑤ 経営改善活動を推進する 

⑥ その他（                              ） 
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ここからは、22 問で「やや不満」、「ほとんど効果なし」とお答えいただいた方にお伺いします。 

 

25 「不満」とはどのようなことでしょうか。該当する項目３つまでお選びください。 

① 文書が増えすぎた 

② 記録に手間がかかる 

③ 内部監査が有効に機能しない 

④ 維持費がかかる 

⑤ マニュアルどおりに動かない 

⑥ 目標が達成できない 

⑦ その他（                               ） 

 

26 「不満」に対して今後どのように対応されますか。 

① 審査登録機関を変える 

② 審査員を変える 

③ コンサルタントを変える 

④ 更新しない 

⑤ どうしていいか分からない 

⑥ その他（                              ） 

 

 この設問（27）は、お気づきの点をお持ちのすべての方にご記入いただきたいと思います。 

 

27 その他、ISO90001 についてお気づきの点がありましたら、どのようなことでも結構ですので、コ

メントをお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 

 



おわりに 

 
今回の調査・研究により ISO9001取得企業での満足・不満足要因等が解明され、経営体質の改善と

経営の効率化に向けての問題点が明らかになりました。 

この調査結果では ISO取得企業の経営に役立っている点として、次のことがあげられます。 

① 社内各部門の責任権限の明確化による組織力の強化 

② 品質マネージメントシステムの確立による品質保証責任の向上 

③ 不適合品（クレーム・社内不良）の再発防止 

 しかしながら、これらは ISO9000 取得での延長であって、ISO9001 取得では、さらに、売上高の

増加、収益の向上、ムダを省いての経営の効率化が求められていますが、これらに取り組んでいる企

業が少ないように見受けられます。 

よって、ISOは取得したが不満足の結果しか出ていない企業、ISO取得企業であっても品質管理手

法にしか満足を得ていない企業に対して、ISO9001の品質マネージメントシステムを活用しての経営

改善・経営革新にさらに努力されることを期待し、またこれらを達成するために、中小企業診断士の

診断・助言等がお役に立てばと思っています。 

 終りにあたり、本調査・研究事業の実施で、ご支援・ご協力を頂いた企業の皆さん・お忙しい中を

インタービュウにお答え頂いた関係企業の皆さんに厚くお礼を申し上げます。 
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